
 

 

 

 

大阪進路支援ネットワークへの負担金支出について                                                   対象受検機関：教育庁私学課 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成28年６月16日から同年７月14日まで）

事務事業の概要 検出事項 改善を求める事項（意見） 

 
１ 大阪進路支援ネットワーク（以下「進路ネットワーク」という。）について 

(1) 設置目的 
大阪の子どもたちが、「英数国理社だけではない多様な進路」の中から将来や

りたい仕事や夢を見つけることができるよう、「複線型の教育ルート」の実現を
目指し、構成団体がそれぞれのノウハウや事業を活かして、職業教育の振興に資
する取組を円滑かつ効果的に推進することを目的とする。 

(2) 活動内容 
設置目的達成のため、事業計画を定め、高等学校及び専修学校の生徒に対して、

構成団体による職業教育の機会を提供することにより、進路選択や就職活動の支
援を行う。 

(3) 組織構成 
ア 社団法人大阪府専修学校各種学校連合会 
イ 大阪商工会議所人材開発部 
ウ 大阪私立中学校高等学校連合会 
エ 大阪府府民文化部私学・大学課（現 教育庁私学課） 
オ 大阪府商工労働部雇用推進室就業促進課 
カ 大阪府教育委員会事務局教育振興室高等学校課（現 教育庁教育振興室高  
等学校課） 

 
２ 大阪府からの負担金支出 

進路ネットワークの事務経費相当分として、毎年度、負担金を支出。 
 

年度 負担金額 

平成25年度 309,000円 

平成26年度 309,000円 

平成27年度 205,585円 
 

 
大阪府からの負担金支出は、進路ネットワーク

の事務経費相当分とされているが、負担金を支出
する根拠となる要綱がなく、経費支出の伺い定め
でも支出の根拠等が明確になっていない。 

 
大阪府の負担金支出に対する府民への説明責

任を果たすためにも、大阪府の負担するべき趣
旨・内容等を明文化されたい。 

措置の内容 

 
平成28年７月14日開催の「平成28年度第１回大阪進路支援ネットワーク会議」において、大阪府が負担金を支出するべき趣旨・内容等を進路支援ネットワーク設置要綱に明文化する旨の

改正案を提案し了承された。この結果を受け、同日付けで進路支援ネットワーク設置要綱を改正した。 
 


